問題の解答―下巻

第９章

９-１　H0: ４つの平均はすべて等しい
H1: ４つの平均はすべて異なる
または、２つは等しく２つは異なる
または、３つは等しく１つは異なる
または、２つは等しく残りの２つも等しいが、最初の２つと次の２つは異なる

９-２　２標本の対による t検定を連続して行う場合、相互が独立ではない。第１種の過誤の確率については、コントロールできない
９-３　F(3, 176) = 12.53、帰無仮説を棄却する
９-４　平均からの偏差の総合計は、ゼロに等しいから

９-５　本文参照（解答省略）

９-６　MSTRもMSEも、それ自身が平均の周囲にばらつきをもった標本統計量だから

９-７　本文参照（解答省略）

９-８　（省略）
９-９　（省略）
９-10　変動要因　
自由度　
平方和
処理
　　　　3　　　
0.1152
誤差
　　　　28　　　
0.7315
全（合計）　 31　　　　　　　0.8467
平均平方　
　　F比
0.0384
　　　1.47
0.0261
α= 0.01における臨界値F(3, 28)は、4.568なので帰無仮説は棄却できない
９-11　変動要因　
　自由度　　　　　平方和
処理
　　　2　　　　
91.043
誤差
　　　38　　　
140.529
全（合計）　40　　　　
231.571
平均平方
　　F比
45.521　　　12.31
3.698
α= 0.01における臨界値F(2, 38)は、3.24なので帰無仮説を棄却する
９-12　F(7, 792) = 108.53なので、帰無仮説を棄却する
９-13　T = 4.738。正方形の平均は、円や三角形の平均よりも有意に大きい。円と三角形の間には、有意な差はない
９-14　T = 0.22。予想どおり、どの差も有意ではない
９-15　T = 3.85。ゼニスの平均はそれ以外よりも有意に大きい。フィルコ、シアーズ、RCAが次のグループで、相互に有意な差はない。その次がパナソニックで、直前の３者とは有意に異なる。そして、最後にGEとマグナボックスで、２社に有意な差はない
９-16　適用できない。３つの試作機は、母集団から無作為に抽出されたものではない
９-17　３機を、常に同じルートで飛行させる
９-18　そうでないと、処理の母集団からの無作為標本とならず、推測は「母集団」全体について有効にならない
９-19　もし、場所と芸術家が無作為に選ばれていれば、変量効果モデルになる
９-20　本文参照（解答省略）
９-21　表でもっとも近い臨界値は、F(4, 150) = 3.44なので、帰無仮説を棄却する（p-値＜0.01）
９-22　変動要因　
　　　平方和　　自由度　平均平方
F比
ネットワーク　　145　　　　2　　　　72.5
5.16
ニュース時間帯
　160　　　　2　　　　80
5.69
交互作用　　
　　240　　　　4　　　　60
4.27
誤差
　　　　　　6,200　　　441　　　14.06
全（合計）　　
　6,745　　　449
α= 0.01において、すべて有意である。交互作用、ネットワークの主要効果、ニュース時間帯の主要効果が存在する
９-23　ａ．処理によって説明できる部分＝因子A＋因子B＋(AB)
ｂ．a = 3
ｃ．b = 2
ｄ．N = 150
ｅ．n = 25
ｆ．行使価格の主要効果はない
ｇ．満期日までの期間の主要効果は、有意水準0.05ではあるが、0.01ではない
ｈ．交互作用はない
ｉ．満期日までの期間の主要効果についての証拠が得られたが、行使価格の主要効果や交互作用についての証拠はない
ｊ．満期日までの期間の主要効果については、0.01＜p-値＜0.05。それ以外の検定のp-値は、大変大きい
ｋ．t 検定が使える。 t2(144) = F(1,144)
９-24　利点：実験における誤差の減少と標本数の節約
欠点：処理の数＝行の数＋列の数 となることが要求されるため、制限的
９-25　乱塊法を利用できる

９-26　F(2, 198) = 25.84なので、帰無仮説を棄却する（p-値は極めて小さい）

第10章

10-１　実際の状況を記述する数式と仮定の集合

10-２　１．XとYの間の直線関係
２．Xの値はランダムでない
３．誤差項εは同一の正規分布に従い、時間に関して相互に無相関である

10-３　母集団における回帰直線のこと

10-４　１．過程のランダム性を捉える
２．結果 (Y) をランダムにする
３．回帰モデルで説明できない未知の要素によるYへの影響を捉える

10-５　最小二乗法の線は、真の回帰直線に関する最良の不偏（直線）推定量であり、回帰直線に対する標本データの残差平方和を最小化するように求める
10-6 　b0 = 165.78;  b1 = 20.762
10-７　b0 =－3.057;  b1 = 0.187

10-８　b0 = 16.096;  b1 = 0.9681

10-９　X: デビットカード、Y: クレジットカードとした場合、b0 =－255.94、b1 = 1.5518。

因果性は示唆されない。たとえば、個人所得の伸びのような経済成長を示す第３の要因を検討。

10-10　[1.1158, 1.3949]
10-11　(b0) = 40.242; s(b1) = 14.4511
10-12　s(b0) = 0.971; s(b1) = 0.016;　誤差の分散の推定値は、MSE = 0.991
10-13　s2 は、計算された回帰直線の周辺における標本データのばらつきについての情報を与える
10-14　r = 0.2929
10-15　t(3) = 2.563､帰無仮説を棄却しない

10-16　t(8) = 5.11、帰無仮説を棄却する

10-17　z = 1.297、帰無仮説を棄却しない

10-18　t(16) = 1.0727、帰無仮説を棄却しない

10-19　t(11) = 11.69、帰無仮説を棄却する

10-20　t(58) = 5.90、帰無仮説を棄却する

10-21　t(211) = 0.0565、帰無仮説を棄却しない

10-22　２つの変数の間に線形関係がないのだから、驚くには値しない

10-23　r2 = 0.0858

10-24　r2 = 0.067

10-25　r2 = 0.873

10-26　r 2 = 0.835

10-27　（省略）
10-28　F(1, 11) = 129.525、t(11) = 11.381、t2 = F となっている
10-29　F(1, 17) = 85.90、帰無仮説を棄却する
10-30　F(1, 20) = 0.3845、帰無仮説を棄却しない
10-31　（省略）
10-32　6,551.35、予測区間 [5854.4, 7248.3]
10-33　[5605.75, 7496.95]
10-34　[－46.611, 585.783]
10-35　[－157990, 477990]
10-36　ａ．Y = 2.779337X－0.284157　　X = 10 の時、Y = 27.5092
ｂ．Y = 2.741537X　　X = 10 の時、Y = 27.41537
ｃ．Y = 2.825566X－1.12783 
X = 10 の時、Y = 27.12783
ｄ．Y = 2X + 4.236 
X = 10 の時、Y = 24.236

10-37　平均= 8.6667%、標準偏差= 2.4944%

10-38　平均= 13.4%、標準偏差= 5.3563%

第11章

11-１　本文参照（解答省略）

11-２　（省略）
11-３　８本
11-４　b0 =－1.134
b1 = 0.048
b2 = 10.897

11-5 （省略）

11-６　n－13

11-７　（省略）
11-８　（省略）
11-９　（省略）
11-10　（省略）
11-11　R2 = 0.9174、
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; 回帰式は良好

11-12　
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; この新しい変数は含めるべきでない

11-13　ａ．n = 50 とおいて考える。回帰式は、超過収益率= 0.484－0.030*企業規模－ 0.017*株価
ｂ．調整済R2 が極めて小さい。企業規模だけで回帰して見よ
11-14　F(6, 243) = 128.19、帰無仮説を棄却する。R2 = 0.7599; 
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11-15　(省略)
11-16　β2 : [3.052, 8.148]
β3 : [－3.135, 23.835]
β4 : [－1.842, 8.742]
β5 : [－4.995, －3.505]

11-17　よい
11-18　貸出は、M1や物価との共線性のために、有意でないように見える

11-19　回帰残差間の自己相関

11-20　b0 = 835.722、b1 =－0.173、b2 = 0.008、R2 = 0.3832、F = 2.1746

11-21　ａ．残差は正規分布しているように見える
ｂ．残差は正規分布していない

11-22　(省略)
11-23　(省略)
11-24　バイアスを生じさせる。回帰面が原点を通ることを強制する理由はない

11-25　本文参照（解答省略）

11-26　363.78

11-27　0.341、0.085

11-28　推定量は同じだが、標準誤差が異なる

11-29　(省略)
11-30　２元配置分散分析

11-31　初期投資額は、統計的に有意ではない（もしくは、他の変数と共線性を持つ）。この変数を外して、再度回帰分析を行う。２つのダミー変数と、総投資額は有意である

11-32　ステップワイズのルーチンを使うと、「物価」と「M1*物価」が、最良の説明変数として選択される。回帰式は、輸出=－1.39 + 0.0229*物価 +0.00248* (M1*物価)　t値：－2.36, 4.57, 9.08、R2 = 0.822

11-33　本文参照（解答省略）
11-34　モデルを直線化するため。変換なしの場合よりも節約的なモデルを探すため。分散を安定化させるため
11-35　log Y による変換

11-36　(省略)
11-37　内在的線型モデルではない

11-38　式の両側の逆数をとる

11-39　いえない。回帰式では、変換後の推定モデルについて偏差平方和を最小化する

11-40　　　　制作費
　 　宣伝費　　本
制作費 0.867
宣伝費 0.882 　　0.638
本　　 0.547 　　0.402 　　0.319
深刻な多重共線性問題は見うけられない

11-41　標本相関係数は、0.740

11-42　本文参照（解答省略）

11-43　正しくない。推定と同じ範囲では、多重共線性があっても予測は良好となりうる
11-44　X2とX3の間に、共線性が生じている可能性がある

11-45　他の変数を１つずつ削除して、問題の推定値の符号にどのような変化が現れるかを見る

11-46　本文参照（解答省略）

11-47　１．１階の自己相関のみの検定である
２．結論が出せない（検定が不定な）場合がある
３．２種類の過誤の存在に伴う、通常の検定の限界も当てはまる

11-48　DW = 2.13、α= 0.10において、１階の自己相関の証拠はない

11-49　(省略)
11-50　F(r, n－(k＋1)) = 0.0275、帰無仮説を棄却できない

11-51　ステップワイズ分析をすると、３つの変数すべてが選択される。R2 = 0.9667

11-52　ある変数は、他の変数がモデルに加えられると、説明力を失い、有意でなくなる可能性があるため

11-53　いえない。いくつかの異なる「最良な」モデルが存在する可能性がある

第12章

12-１　本文参照（解答省略）

12-２　2005年: 198.182、2006年: 210.748

12-３　季節性があるので、十分ではない

12-４　本文参照（解答省略）

12-５　（省略）
12-６　403.886

12-７　トレンドを用いて、1028.53

12-８　トレンド＋季節性を用いて、6.2068

12-９　w = 0.8 を用いた予測の方が、原データにより近い

12-10　予測= 17.14

12-11　（省略）
12-12　 (309頁の問題)（省略）

12-12　 (317頁の問題)
年　
　　元のCPI　
　新しいCPI
1950
　　72.1
　　　　24.9
1951　
　77.8　　　　26.9
1952　　79.5　　　　27.5
1953　　80.1　　　　27.7　　　（以下省略）
12-13　単純価格指数とは、１つの価格変数の時間変化を１つの基準年に対して示したもの
12-14　ａ．1988年
ｂ．各指数を、163/100で割る
ｃ．1988年の145%の生産量から、133%の生産量へと減少した
ｄ．（省略）
第13章

　 + = 10、帰無仮説を棄却できない（p-値は0.18）
13-２　z = 1.46、帰無仮説を棄却できない

13-３　T = 9、帰無仮説を棄却できない（p-値は0.593）

13-４　z = 2.145、帰無仮説を棄却する

13-５　（省略）
13-６　z =－3.756、帰無仮説を棄却する

13-７　U = 3.5、帰無仮説を棄却する

13-８　（省略）
13-９　U = 12、帰無仮説を棄却する

13-10　(省略)
13-11　T = 10、帰無仮説を棄却しない

13-12　符号検定

13-13　ウィルコクソンの符号順位検定

13-14　T = 27 > 17、帰無仮説を棄却しない

13-15　p-値＜0.001、帰無仮説を棄却する

13-16　H = 12.5、帰無仮説を棄却する

13-17　H = 29.61、帰無仮説を棄却する。CKW = 11.68

13-18　H = 13.01、帰無仮説を棄却する

13-19　(省略)
13-20　３人の経営幹部は、同じように効率的だとはいえない

13-21　４つの工程は、同じようによいとはいえない

13-22　0.8793、帰無仮説を棄却する

13-23　0.297、帰無仮説を棄却できない

13-24　X2 = 119.98、帰無仮説を棄却する

13-25　(省略)
13-26　X2 = 12.193、帰無仮説を棄却する

13-27　X2 = 6.94、α= 0.05 において、帰無仮説を棄却しない

13-28　X2 = 51.892、帰無仮説を棄却する

13-29　X2 = 109.56、帰無仮説を棄却する

13-30　X2 = 21.026、帰無仮説を棄却する

13-31　X2 = 24.36、帰無仮説を棄却する
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